


















































































































































































































































































































財務諸表作成 原価管理 利益管理 経営意思決定
実際原価計算 2０ 1２ 1３ 1１
標準原価計算 ４ ７ ７ ７
個別原価計算 1４ 1９ 1７ 1４
総合原価計算 ８ ８ ９ ７
全部原価計算 1３ ９ 1２ ８
直接原価計算 ３ ４ ７ ５
製造原Ⅱ'１ 販売費 一般管理費 研究|;M発費
















直接材料費 直接労務費 直接経費 製造間接費
















































































① ② ③ ④ ⑤ 合計
平均法 ４ １ ０ １ ２ ８
先入先出法 ０ ０ １ ０ ０ １
妓終仕入原価法 ２ ０ 1 １ １
＊
６
予定原価法 ０ ０ ０ 1 ０ 1
合計 ６ １ ２ ３ ３
経常的に実施 必要な時にその都度実施 合計一
全社的に実施している ４ ３ ７
部分的に実施している 1 １ ２
















必要 必ずしも必要ではない 全く必要ではない 合計
原価統制のため １ ０ ０ １
原価低減のため ２ １ ０ ３
予算編成および
予算統制のため
１ ２ ０ ３
棚卸資産および
売上原価の算定のため
２ ０ ０ ２
記帳の簡略化，
迅速化のため
０ ０ ０ ０





















全社的に実施している ５ ４ ９
部分的に実施している １ １ ２
合計 ６ ５ １１
実際直接原価計算 標準直接原価計算 合計
利益計画の立案のため ２ ４ ６
セールス・ミックスの決定のため ０ 1 １
価格政策決定のため ４ ３ ７
予算統制のため １ ２ ３
原価管理のため ５ ４ ９
決算事務の迅速化・簡略化のため １ 1 ２
投資計Jiii検討のため １ １ ２
外部財務報告用に利用するため １ ２ ３
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表23．経営意思決定にあたって原価情報
［
３．６原価管理の実施状況について
原価管理（コスト・マネジメント）の主たる機能として原価企画，原価改善
および原価維持のいずれを重視しているかについては，次のとおりであった。
原価企画を重視するが８社，原価改善を重視するが１６社，原価維持を重視する
が３社という状況であった。回答の企業のうち１社については原価企画，原価
改善および原価維持のすべてを重視しているというものであり，その他は単一
回答であった。なお，質問票において各々についての説明を以下のように付し
て質問を行った。
原価企画：企画から開発終了までの生産開始前の段階において目標利益を確保
するために設定された目標原価を，現状をベースにした成行原価（従来の経
営活動のもとで発生すると予想される見積原価）と突き合わせて，その差額
を分析・検討しながら目標原価を実現する活動
原価改善（ないし原価低減）：生産開始後の段階において目標利益を実現する
ために目標原価改善額を決定し日常活動を中心とする継続的な原価低減活
動を通じて原価改善目標を実現する活動
原価維持（ないし原価統制）：目標原価を標準原価管理や予算管理によって維
持・統制する経常的な活動
原価管理で，ｌ）職能別原価，２）形態別原価，３）製品別原価，４）部門
別原価，５）操業度別原価に関して，特に重点的に管理している費目について，
－２４９－
戦略の策定 2０
戦略の実行 1０
セールス・ミックス（製品組み合わせ）の決定 ２
価格決定 2０
設備投資の決定 ８
部品を内製するか購入するかの決定 ７
新製品を追加（あるいは'｢l製品の廃棄）するか否かの決定 ６
中間製品をそのまま販売するか．加工のうえ販売するかの決定 ０
必要とされるスペースを賃借りするか，自社で建設するかの決定 ０
注文を受けるか，拒否するかの決定 1３
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質問したところ，次のとおりであった。ただし質問により無側答の企業も
あった。
ｌ）職能別原価については，２３社が製造原価，１社が販売費を重点的に管理し
ているとの回答であった。
２）形態別原価については，１５社が材料費，９社が労務費，３社が経費を重点
的に管理しているとの回答であった。ただしこの数値には，材一料費，労
務費および経費のいずれも重点的に管理しているという’社が含まれる。
３）製品別原価については，２２社が直接費，２社が間接費を重点的に管理して
いるとの回答であった。ただしこの数値には，直接費および間接費のい
ずれも重点的に管理しているというｌ社が含まれる．
４）部門別原価については，１９社が個別費，３社が共通費を重点的に管理して
いるとの回答であった。
５）操業度別原価については，１０社が変動費，９社が固定費を重点的に管理し
ているとの回答であった。
原価管理の手法で重視していることについての自由記述については，回答数
は少ないが，次のようなものがあった。（原文のまま記載）
①損をしない。②限界利益の把握，特に製品別の売上と変動費。③直・間費
を算出し原価計算を行っているがそれは一つの指標であり，利益向上のため
限界利益（＝売上高一変動費）を注視している。④作業効率の改善を図り，利
益改善を行うこと。
活動基準原価計算（ActivityBasedCosting：ABC）について知らないと回
答した企業は14社，知っているとIIJ|答した企業は12社であった。また，知って
いると回答の企業について実施状況を問うと，実施している企業は３社であ
り，実施していない企業の実施していない理由としては，①計算が複雑になる
にも関わらず，原価計算が正確になるとは考えられないため。②それほど間接
費が膨らみ続けていないから。③計算する方がコストが上がる｡④間接費が直
接原価より大変小さい為□⑤運用するには，難しい。（原文のまま記載）
現在の原価計算実践について，どのような問題点があり，また新たに検討す
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べき課題についての日''1記述を求めたところ，次のような'111答があった。（原
文のまま記載）
①実際原価では生産量による変動が大きいため，標準原価と併用して管理す
る必要がある。②個人により，体調により能率が大きく変動，見極めが難しい。
③実際原価計算を行っているため，月次での操業度の大小により，製品単価が
異なる点。④工程別累加法の問題としては，不採算工程が－部あるだけで異常
値になってしまう。マスター登録された工程以外の工程（イレギュラーな工程）
の賦課が難しい。⑤財務諸表作成のために全部原価計算を採用しているが，個
別製品の収益`性を見るために個別原価計算も行っている。その際に直接費の
みで計算し製造間接費の配賦は行っていないため，概算的な数字となってい
る。⑥製巾1,種類が多いので詳細な計算が'1)しにくい。⑦製造原価以外の費用が
軽視されている。⑧標準原価計算の手間と精度。⑨棚卸資産評価する上での原
価計算と製造原価の把握が混合している（財務諸表作成目的と製造原価低減指
標の分析が混合)。⑩標準原価を毎年算出しているが，毎年行う必要があるか
疑問である。⑪部門共通費や間接費の配賦方法に関し，実態に沿った形での配
賦方法を構築していく必要がある。⑫積算（見積）段階での個別原価と実際原
価との突合せと原価差異の検討。⑬スピード感。⑭同じ時期に同じ製品を複数
製造する場合，実態は進捗率が異なるが，会計上は同一の進捗率として材料
費・労務費が均等の負担となっていること。⑮システムを導入しているが活用
できていない。決算を出すためだけに使われている。⑯製造部門，効率化等で，
利益維持するため，経費等圧縮しているので，原価計算等重視できていない。
⑰製品ごとの採算につき検証ができない。
３．７ＥＲＰ（enterpriseresourceplanning）システムの利用状況について
ＥＲＰ（enterpriseresourceplanning）システムを利用している場合，財務
諸表（決算書）作成L|的あるいは符理会計目的のいずれで利用しているか質問
したところ，財務諸表（決算書）作成目的が５社，符理会計目的が４社，両方
の目的のた゛めが１社という状況であった。
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ＥＲＰシステムを利用していない場合，その理由について，自由記述を求め
たところ，次のような回答があった。
①費用対効果が低いと考えられるため。②個別受注が主での生産なたぬ
ERPシステムパッケージでは対応しきれず，独自の業務管理システムを少し
ずつ機能追加しながら使っている。③自社で個別システムを開発している。④
自社生産管理システムからひも付けしている。⑤導入コスト。⑥システムの自
由度が下がる。⑦自社開発した販売プログラムを重要視している為。⑧人事・
営業・経理・生産と目的別に応じたシステムを利用している為。
ＥＲＰシステム利用の有無にかかわらず，ＥＲＰシステムについての課題を尋
ねたところ次のような回答があった。（原文のまま記載）
①追加・変更に関して期間・費用が簡単にできない。全体最適に関する社内
の理解が深まらない。②販売・在庫管理は同一システムで行えているが，購買
関係は未だ別システムとなっているため，いずれは一元化の必要性があるが，
時間的に開発が追いついていないのが現状である。③入力の手間。④どうして
も，後付け・追加ソフトが必要となる。独自性と使い易いことを要求される。
⑤複合的な独自システムにする場合，多額な費用がかかる。⑥今後は情報の一
元化がより重要と思いますので，ＥＲＰは必要と考えています。⑦変更点など
が発生した場合，全ての部門で情報を共有する必要があり，承認などに時間が
かかると思います。
原価計算の実践状況に関しては，表７においてもわかるように標準原価計算
及び直接原価計算の実施は少ない状況にある。また，表９に示されるように素
価（直接材料費および直接労務費）の割合は70％近くと高い状況にある。表１０
および表１７に示されるように法人税法の関係から最終仕入原価法の適用は多い
と認められる。また，消費賃率および製造間接費配賦率については，総平均賃
率や工場全体の一括配賦率による簡便的なものであった。また，表23にあるよ
うに経営意思決定にあたっての原価情報を利用している23社のうち戦略の策
定・実行のため，あるいは価格決定のためという企業は多数であった。なお，
意欲的な原価計算実践を行っている企業もあることは認識された。
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４．おわりに
本稿は，国士舘大学経営研究所の研究プロジェクトの一部として，優良中
堅・中小企業を対象とし，管理会計実務における原価計算実践に関する実態の
解明と原価計算技法の適用可能性の検討の解明を目的として実施された質問票
調査の結果を公表するものである。質問票調査については回収された質問票が
30社という少数のため本稿ではその状況を示すにとどめるが，得られた`情報
は，フィールド・リサーチや事例研究の足掛かりとして役立てることが可能と
考えられる。本調査では，過去に東京証券取引所の一部上場企業に対して実施
されたアンケート調査との比較可能性を意識して，同様の質問項目を用意した
が企業の回答者の質問に対する情報の共有が不足し回答に整合性を欠くもの
が多々みられた。予備調査の重要`性も再認識させられるものとなったが，少な
からず意欲的な原価計算実践を行っている企業があることも明らかになった。
管理会計技法あるいは原価計算方法の実践状況については，種々なされてい
るが，サポート・インダストリーとしての中小企業の調査分析は，欠かせない
ものと考えられる。そこで，質問票調査法とフィールド・リサーチや事例研究
を組み合わせた調査・分析については，今後の課題としたい。
[注］
l） ｢優良中堅・中小企業」とは，「わが国が世界に誇り得る中堅・中小企業であり，
｢１本全国または世界のマーケットを視野に入れ，独自の技術，製品で確固たる
地位を築き，特定の分野でトップシェアを獲得するなど，社会的存在意義の高
い企業」と国士舘大学・経営研究所では定義している。
会計学および経営学の研究方法論については，片岡洋一編［2012］が詳しい。2）
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